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扱いについて」（食安発 0317 第 3 号、平成 23 年




ウムの指標値を 200 ベクレル／ kg と設定し、野
菜類、穀類、肉・卵・魚その他における指標値







に値する。例えば、三日後の 3 月 20 日には、厚












































り 4 ベクレル以上の基準核種セシウム 137 を
含む飲食物を与えないよう推奨されるべきで






























牛乳・乳製品 厚生労働省 典拠なし 00（乳児）
300（一般）
200
飲料水 厚生労働省 典拠なし 00（乳児）
300（一般）
200
出典：厚生労働省医薬食品局食品安全部長（20 年 3 月  日）
　　　ドイツ放射線防護協会「日本における放射線リスク最小化のための提言」（20 年 3 月 20 日）
29放射線の人体への影響に関する先行研究に基づく福島原発事故への対応策の批判的検証
他方、同省は 3 月 21 日、水道水に関する新た
な「基準」を示しはじめた。これによれば、水道
水における放射性ヨウ素の指標値は、大人が 300
ベクレル／ kg であるのに対し、乳児は 100 ベク
































らぬ ICRP 自体が 2011 年 3 月 21 日に公表した声





クリラッド CRIIRAD: Commission de Recherche et 
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の少量だとしても














































































































































原爆投下 5 年後の 1950 年から、甲状腺がんが 10
年後の 1955 年から、乳がん・肺がんが 20 年後の
1965 年から、そして胃がん・結腸がん・骨髄腫

































例えば、国際原子力機関 (IAEA: International 
Atomic Energy Agency) が中心となり世界保健機構 
(WHO: World Health Organization) など 6 つの国際
機関によって開催されたチェルノブイリ・フォー
ラムは、事故による被曝量が相対的に高い地域住
民 60 万人の中でのがん死亡者数を、3940 人とし
ている（表２）20。
また、WHO が 2006 年、被災 3 ヶ国（ベラルー
シ、ロシア、ウクライナ）の 740 万人を対象に行っ
た調査では、9000 人のがん死亡者数が報告される
一方で 21、国際がん研究機関 (IARC: International 




3 ～ 6 万人以上とするキエフ会議調査や 23、9 万








WHO がチェルノブイリ事故の 20 年後の影響
を評価した調査によると、60 万人の原発従事者、























よるがん死亡者数は 9 万 3080 人（うち甲状腺が








の数は、98 万 5000 人にものぼると証言されてい
田口卓臣　阪本公美子　髙橋若菜
表２：チェルノブイリ原発事故の健康影響度評価
公表機関 年 影響評価 調査方法・根拠・原典・備考 出典





チ ェ ル ノ ブ イ
リ・フォーラム
（IAEA 等  国際
機関）




The Chernobyl Forum 
(200) 
WHO 200 がん死数 9000 人 対象集団：被災 3 ヶ国 0 万人 Cardis et al. (200)
IARC 200 がん死数 000 人 対象集団：欧州全域 . 億人 IARC (200) 
キエフ会議報告 200 がん死数 3 ～  万人 全世界 Fairlie and Sumner 
(200)




全世界 Yablokov, Labunska, 
and Blokov (200)
NY 科学学会 2009 心臓病、脳障害、甲状腺がん、
白血病、その他がんなど、多様
な死因による死亡 9 万 000 人
000 以上の論文（英語、ロシ
ア語含む）、現場調査
99 年の WHO、IAEA の協定









20 ・甲状腺がん 0 万人（ベラルー
シゴメリ地域限定）
・乳児死亡 000 人
・西欧で 0 ～ 20 万件の流産
・遺伝子障害 3 ～ 20. 万人
・先天奇形児 .2 ～ .3 万人
・脳腫瘍  人
・9-92 年で内分泌系疾患 2
倍、神経系  倍、循環器系 











出典：今中（200）に、以下の文献をもとに加筆：首相官邸 (20)、The Chernobyl Forum (200), Fairlie and Sumner  (200)、
Yablokov, Labunska, and Blokov (200)、IARC (200)、Cardis et al. (200)、Yablokov, Nesterenko, and Nesterenko (2009)、
IPPNW (20)。
33放射線の人体への影響に関する先行研究に基づく福島原発事故への対応策の批判的検証
る 27。同学会の報告によれば、1986 年から 2056
年までの間にチェルノブイリ事故が原因でがん
死するであろう人々の数を、9,000 人～ 28,000 人
と見積もる国連科学委員会 (UNSCEAR: United 







(IPPNW: International Physicians for the Prevention 
of Nuclear War) によると、チェルノブイリ原発事
故が放出した放射線の影響を受けた人々の内訳
は、清掃作業員 83 万人、30 キロ圏内および高濃














ノブイリ周辺地域では 12,000 人～ 83,000 人、全





































































































































































































0 mGy から 100mGy（ミリシーベルト相当）ま

























































































































































































































ロシアで 1982 年から 1995 年の間に甲状腺がん
を発症した 2,599 件に関する詳細な分析の結果、
事故当時 0 ～ 4 歳だった対象者の 1991 ～ 1996 年
の間の発症率は、大人の 6 ～ 10 倍にものぼって
いたことが分かっている 65。
ベラルーシでは、チェルノブイリ事故直後、す






1990 ～ 1995 年の期間のベラルーシにおいては、






































1985 年の期間では 9 件に留まっていたにもかか
わらず、事故後の 1986 年～ 2002 年の期間で見る


















1 歳未満の乳児、0 ～ 3 歳、5 歳未満（0 ～ 4 歳）
の幼児、6 歳未満、10 歳未満、15 歳未満、20 歳、





























とを示す調査報告が存在する 78。1986 ～ 1994 年
の期間のベラルーシにおける甲状腺がんの発症リ
スクは、男性が 1 であったのに対して、女性は 1.7
と有意に高い水準を示していた。また、ウクライ



























後 8 ～ 9 週で被曝した場合とされている。重度の
精神遅滞も、やはり受精後 8 ～ 15 週の期間中に、

























から 9 ヵ月後の 1987 年、ドイツではダウン症児
童の出産が、通常よりも約 3 倍の水準で報告され
ている 87。ドイツで生まれた未熟児の数も、チェ
ルノブイリ事故以前の 1981 ～ 1985 年の期間は、
1000 人当たり平均 60 人に留まっていたが、事故




そしてハンガリ （ー1986 年 5 月～ 6 月）やスウェー






















































































































12 日に、同原発の 20 キロ圏内を避難区域に指定
し、15 日に 20 ～ 30 キロ圏内を屋内退避、25 日
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Critical Assessment of Japan’s Fukushima Radiation Fallout 
Policies, through Previous Research Review on Human 
Radiation Effects:
Why focus on infants, children, adolescents, and pregnant women?
TAGUCHI Takumi, SAKAMOTO Kumiko, and TAKAHASHI Wakana
Abstract
The fallout from the Fukushima Nuclear Reactors after the earthquake in Eastern Japan on 11 March 2011, has 
changed the lives of many residents and consumers around the reactors in Fukushima and beyond. Meanwhile, the 
Japanese Government has announced various “safety” standards of radiation to assure residents to continue living in 
the area and letting children play outside in schools, and for consumers to continue eating food and drinking water, if 
the contamination is below a certain standard. However, there are internal inconsistencies such as indicating 100 Bq/
kg for infants and 300Bq/kg for adults for water and milk, while indicating only one “safety” standard regardless of 
age for other food. The objective of this article is to critically assess Japan’s policies toward the Fukushima radiation 
fallout by reviewing previous research on human radiation effects.
Based on the review and evaluation, the following points were confirmed. Firstly, comparison of previous 
research on the results of the Chernobyl Nuclear fallout proved an extreme underestimation by the Japanese 
Government. Secondly, the review shed light on the evidence on how low radiation influences the human body and 
the danger of internal intake of radiation, leading to the NTL (Non-Threshold Linear) model – a model ignored by 
the various Japanese “safety” standards. Thirdly, there is ample evidence from Hiroshima, Nagasaki, and Chernobyl 
that infants, children, adolescents, and pregnant women are especially vulnerable to radiation. The policies taken by 
the Japanese Government has not taken these vulnerable groups seriously.
Review and assessment of previous research points to the fact that the policies taken by the Japanese 
Government has not fully considered lessons learned from tragedies of the past. Instead, the “safety” standards are 
used to decrease the cost of evacuation and compensation for livelihoods of the influenced population, cleansing of 
schools, and compensation to producers. These policies are based upon the sacrifice of the residents’ and consumers’ 
health − the most vulnerable being the future generation.  
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